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日本整形外科学会診療ガイドライン改訂にあたって

高齢社会を迎えたわが国では，2010年時点の平均寿命が男性79.6歳，女性が

86.4歳，65歳以上の高齢者人口が2,956万人に及んでいます．1947年時点の平均

寿命は男性50.1歳，女性54.0歳でしたから，わずか60余年の間に平均寿命が男女

とも約30年も延長したことになります．急激な高齢化により疾病構造も様変わり

し，骨粗鬆症や変形性関節症，腰部脊柱管狭窄症などが，整形外科の主要疾患に仲

間入りしました．一方，診断・治療技術も近年めざましい進歩をとげました．画像

診断をはじめとする診断技術の進歩により病変の早期かつ正確な診断が可能とな

り，数々の優れた薬剤や高度な手術法の開発により優れた治療成績が得られるよ

うになったのです．しかし一方で，幾多の診断技術や治療法のオプションの中か

ら，個々の患者さんのために最も適切な方法を選ぶにあたり，何らかのガイドラ

インが必要になってきました．

ほとんどの患者さんが求めている医療は，安全で確実な医療，すなわち標準的

な医療です．日本整形外科学会では，運動器疾患の患者さんに標準的な医療を提

供するために，各疾患に対するエビデンスに基づいた「ガイドライン」を策定し，

時間が経過したものについては改訂作業を進めています．この診療ガイドライン

が，医療の現場，および医師教育の場で十分に活かされ，運動器医療の向上につな

がっていくことを願ってやみません．

2012年4月
日本整形外科学会理事長

岩 本　幸 英
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2011年2月25日
日本整形外科学会診療ガイドライン委員会委員長　金谷文則

１．作成の目的
　本ガイドラインは運動器疾患の診療に従事する医師を対象とし，日本で行われる運動器疾患
の診療において，より良い方法を選択するための１つの基準を示し，現在までに集積されたその
根拠を示している．ただし，本書に記載されていない治療法が行われることを制限するものでは
ない．主な目的を以下に列記する．

１）運動器疾患の現時点で適切と考えられる予防・診断・治療法を示す．
２）運動器疾患の治療成績と予後の改善を図る．
３）施設間における治療レベルの偏りを是正し，向上を図る．
４）効率的な治療により人的・経済的負担を軽減する．
５）一般に公開し，医療従事者間や医療を受ける側との相互理解に役立てる．

２．作成の基本方針
１）本ガイドラインはエビデンスに基づいた現時点における適切な予防・診断と適正な治療

法の適応を示すものとする．
２）記述は可能な限りエビデンスに基づくことを原則とするが，エビデンスに乏しい分野で

は，従来の治療成績や理論的な根拠に基づいて注釈をつけた上で記述してもよい．
３）日常診療における推奨すべき予防・診断と治療法をエビデンスに基づいて検証すること

を原則とするが，評価が定まっていない，あるいはまだ普及していないが有望な治療法に
ついて注釈をつけて記載してもよい．

３．ガイドラインの利用
１）運動器疾患を診療する際には，このガイドラインに準拠し適正な予防・診断・治療を行う

ことを推奨する．
２）本ガイドラインは一般的な記述であり，個々のケースに短絡的に当てはめてはならない．
３）診療方針の決定は医師および患者のインフォームド・コンセントの形成の上で行われる

べきであり，とくに本ガイドラインに記載のない，あるいは推奨されていない治療を行う
際は十分な説明を行い，同意を得る必要がある．

４）本ガイドラインの一部を学会方針のごとく引用し，裁判・訴訟に用いることは本ガイドラ
インの主旨ではない．

４．改　訂
　本ガイドラインは，運動器疾患診療の新たなエビデンスの蓄積に伴い随時改訂を行う．

運動器疾患ガイドライン策定の基本方針
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2012（第2版）の序

前十字靱帯（ACL）損傷診療ガイドラインの初版が2006年5月に出版されてか
ら6年の歳月が経過した．日本整形外科学会の依頼に基づき，日本膝関節学会によ
り組織されたACL損傷診療ガイドライン策定委員会では，初版発行後に一般者向
けのガイドラインの作成に着手するか，本ガイドラインの改訂に着手するかを協
議し，近年，ACL損傷に対する診療に関する臨床エビデンスは確実に増加してお
り，初版のup-to-dateが急務であるとの意見で一致し，本ガイドラインの改訂作業
に着手した．その後，日本膝関節学会が日本関節鏡学会とともに日本関節鏡・膝・
スポーツ整形外科学会（JOSKAS）に移行したのに伴い，ACL損傷診療ガイドライ
ン策定委員会が主体となり，JOSKASが作成母体となり，ACL損傷診療ガイドラ
イン策定委員会が改訂作業を進め，本改訂版が完成した．

前述のように，ここ10年間，多くのACL損傷に関する無作為割り付け比較研究
やsystematic reviewが報告されている．そこで本ガイドラインの改訂にあたって
は，クリニカルクエスチョンに対する推奨gradeはエビデンスレベルとその数に
基づき，可能な限り客観的に決定した．そのため，B（中程度の根拠に基づいてい
る）あるいはC（弱い根拠に基づいている）が多くを占め，I（基準を満たすエビデ
ンスがない）も散見される．しかし，これらのエビデンスが十分とはいえないクリ
ニカルクエスチョンに対し，今後，我が国の施設からの多くの報告により，より高
いエビデンスの蓄積がなされ，その推奨gradeが改善されることを期待している．

また，今回の改訂作業における文献検索の対象の言語は英語のみとした．前述
のように推奨grade決定にあたっては，エビデンスレベルとその数に基づき，客
観的に決定し，有識者からの意見の介入を極力排除している．したがって，本ガ
イドラインの推奨grade決定には我が国の現況を考慮していないため，evidence-
practice gapが小さくなく，本ガイドラインは我が国の医療基準（standard）を示
したものではない．したがって，本ガイドラインを我が国の医療基準（standard）
として，医療訴訟などの資料に使用することは適切でないと考えられる．しかし
ながら，ACL損傷に関するこれまでの世界各国の臨床エビデンスを科学的かつ客
観的に評価し，標準的診療手段を選択することは限られた経済的・人的資源の中
で行われている現在の医療現場では社会的にきわめて大きな意義をもつものと考
えられる．したがって，本ガイドラインがスポーツ医学に従事する多くの医療関
係者の方々に活用されることを希望する．

本ガイドラインの改訂にあたっては，ACL損傷診療ガイドライン策定委員会
委員の方々には4年にわたって多大なるご尽力を賜った．また，エビデンスの収
集にあたり，日本医学図書館協会と日本整形外科学会の間で診療ガイドライン
作成支援契約を結び，日本医学図書館協会に文献の一次抽出を依頼した．さらに
JOSKAS越智光夫理事長のご配慮により，推奨文および構造化抄録の作成には
JOSKAS理事ならび評議員をはじめ，多くの会員のご協力を頂いた．また，発刊に
あたっては日本整形外科学会代議員から貴重なご意見を頂戴した．構造化抄録作
成の手配・管理には国際医学情報センター土田暁子氏および渡辺諭史氏に，出版・
編集作業には南江堂諸氏にご尽力いただいた．

最後に以上の本ガイドライン改訂にご尽力された皆様に心から深謝を申し上げる．

2012年4月
日本整形外科学会

前十字靱帯（ACL）損傷診療ガイドライン策定委員会
委員長　遠山  晴一
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　日本整形外科学会は事業の一環として，整形外科疾
患の診療ガイドラインの作成を平成14年度から開始
し，平成17年にまず5疾患について，続いて今回3疾
患の診療ガイドラインが完成した．これで，11疾患の
うち8疾患の診療ガイドラインを世に送り出すことが
できた．
　一般的に診療ガイドラインとは質の高い新しい情報
に基づいて医療を提供するのに役立つ素材であり，患
者と主治医がより良い解決策を探って行こうとすると
きに，その手引きとして傍らに置いておく資料である．
今日，診療ガイドラインを出版するにあたり，診療ガ
イドラインを個々の患者に短絡的に当てはめてはなら
ないことをまず強調したい．
　本診療ガイドラインは，広範囲な科学論文の検索か
ら，疾患の専門医たちによる厳密な査読をおこない，
信頼性と有益性を評価したうえで作成された．論文の
エビデンスを根拠とする推奨レベルには特に多くの議
論を費やした．その結果，当初，推奨度はAの「強く推
奨する」からDの「推奨しない」の4段階としていたが，
項目によっては科学的論文数が不十分であったり，結
論の一致を見ない項目があるために，その推奨レベル
として（Ⅰ）レベル「（Ⅰ）：委員会の審査基準を満たす
エビデンスがない，あるいは複数のエビデンスがある
が結論が一様でない」を新たに追加した．このような
項目に関しては，整形外科専門家集団としての委員会
案をできるだけその項目中に示すように努力した．

　近年の医学の進歩に伴い，従来からおこなわれてき
た治療法は今後劇的に変化する可能性がある一方で，
種々の治療法が科学的根拠に基づくことなく選択され
ている．さらにわが国ではさまざまな民間療法が盛ん
におこなわれており，なかには不適切な取り扱いを受
けて大きな障害を残す例も認められている．このよう
に不必要な治療法，公的に認められていない治療法，
特に自然軽快か治療による改善か全く区別のつかない
ような治療法に多くの医療費が費やされている現状
は，早急に改善されるべきと考えられる．
　今回作成された診療ガイドラインは，現在の治療体
系を再認識させるとともに，有効で効率的な治療への
第一歩であると考えられる．しかし，科学的な臨床研
究により新たな臨床知見が出現する可能性もあり，今
後定期的に改訂を試みなければならない．倫理規定を
盛り込んだ前向きな臨床研究をおこなう必要を強く実
感する．このように，科学的根拠に基づいてより良い
診療ガイドラインを作成し続けることは，患者の利益，
医学発展，医療経済の観点から日本整形外科学会の責
務であると考えている．

　　2006年4月

日本整形外科学会
診療ガイドライン委員会委員長

四 宮 謙 一

　近年，診療現場で医師に求められることが大きく変
わってきた．高いレベルの医療が求められることは言
うまでもない．そして，その前段階として患者に正確
な診療情報を伝え，患者が主体となって診療内容を選
択することが求められる．このプロセスを欠かすと医
師自身が窮地に陥ることがある．診療の場で「先生に
お任せします」「私に任せておきなさい」という会話は
昔のこととなった．
　直面する疾患に対する診療法に関して，明確な科学
的根拠に沿って分かり易く説明するのは医師の義務と
なった．その内容として，症状改善の確率，合併症発
生の確率，治療費などが正確な根拠のもとで表現され
る必要がある．診療に関する説明は医師間で共通でな
くてはならない．病診連携などの目的で患者を他施設
に紹介する時にも，関わった各医師の説明が食い違っ
ていれば，根拠の少ない説明をした医師が責められる
こともある．
　医師が共通して納得する診療情報をいかにして作
るか．先端的な科学論文内容で裏打ちされた内容であ
れば専門医の間での異論は生じない．しかも国際的評
価にも妥当とされる高いレベルの診療内容であるはず
だ．そのような背景のもと，主要疾患の診療内容に関
するエビデンスに基づく診療ガイドライン作成が求め
られ，日本整形外科学会（日整会）診療ガイドライン委
員会では日常の整形外科診療で頻繁に遭遇する疾患や
重要度が高いと思われる11疾患を選び，診療ガイドラ
インの作成を平成14年度にスタートさせた．

　11疾患のうち「腰椎椎間板ヘルニア」，「頚椎症性脊
髄症」，「大腿骨頚部/転子部骨折」，「軟部腫瘍診断」，

「頚椎後縦靱帯骨化症」の5疾患については既に出版さ
れた．これらに続いて，この度，「前十字靱帯（ACL）損
傷」，「上腕骨外側上顆炎」，「骨・関節術後感染予防」の
3項目の診療ガイドラインが出版されることになった．
更に将来，同内容を分かり易くまとめた患者向けガイ
ドラインを出版して診療情報を医師と患者間で広く共
有する手がかりにさせてほしいとの希望もある．遠か
らず診療現場で，医師が医師向けガイドラインを，そ
して患者と家族が同内容の患者向けガイドラインを手
に診療内容の選択をする姿が予想される．
　そのように重要な意味のある診療ガイドラインであ
るが，本書出版にあたり各診療領域の代表的な先生方
が先端的な論文的根拠を整理してまとめ，多くの方々
の御尽力により完成に到った．多大な時間とエネル
ギーを注いで下さった日整会や関連学会の委員，査読
委員など，御世話下さった多くの方々に改めて御礼を
申し上げたい．
　本書が医療現場での医師と患者の相互信頼を深め，
高いレベルの整形外科診療が円滑に進められる一助に
なることを確信している．

　　2006年5月

日本整形外科学会理事長
越 智 隆 弘

前十字靱帯損傷診療ガイドライン（初版）の序

日本整形外科学会診療ガイドライン刊行にあたって
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